
指定計画相談支援利用契約書

{以 ド「利用者Jと いう.)と社会福祉法人健康ty ft学園 (以下「事業

者Jと いう。)は、健康の森学園相談支援事業所 (以下「事業所」という。)において、
利用者が事業者から提供される指定計画相談支援にかかる事業を利用することについ

て次のとおり契約 (以下「本契約J)を締結します。

ヽ

(契約の目的)

第 1条 本契約は、事業者と利用者が協議の上、利用者の有する能力、その置かれてい
る環境及び障害の特性を考慮し、自立した日常生活または社会生活を営むことができ

るよう、事業者が利用者に対して必要な指定計画相談支t‐を適切に提供することを定

めます。

(契約期間)

第 2条 本契約の契約期間は、   年  月
了日までに、利用者から事業者に対して、文書または口頭による契約終了の申し出が

ない場合、契約は自動更新されるものとします。

(サービス等利用計画の作成 )

第 3条 事業者は、相談支援専門員にサニビス等利用計画の作成に関する業務を担当さ
せるものとします。

2相談支援専門員は、利用者の居宅等べの訪間により利用者及びその家族に面接し、禾1

用者及び家族の置かれている状況、利用者が希望する生活、解決すべき課題等を把握

します。

3相談支援専門員は、サービス等利用計画の作成の開始に当たっては、当該地域におけ

る指定障害福祉サービス事業者等に関するサービスの内容を適正に利用者又はその

家族に対して提供し、利用者にサービスの選択を求めるものとします。

4相談支援専門員は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者

及び利用者の保護者 (以下、「l」用者等」という。)の選択に基づき、適切な保健、医

療、福えし、就労支援、教育等のサービス (以下、「福祉サービス等J)が、多様な事業

者から、総合的かつ効率的に提供されるように配慮します。

5相談支援専門員は、提供される福祉サービス等の目標及びそのヨ或時期、福祉サービ

ス等の種類、内容、量及び利用料並びに福祉サービス等を提供する上での留意事項等

を記載したサービス等利用計画の原案を作成します。

6相談支援専門員は、前項で作成したサービス等利用計画の原案に盛 り込んだ福祉サー

日から1年間とします。ただし、
I・約満



ビス等について、介護給付費等の対象となるか否かを区分した上で、当該サービス等

利用計画書の原案の内容について、利用者等に対して説明し、文書により利用者等の

同意を得た上で決定するものとし、作成した当該サービス等利用計画案を利用者等に

交付するものとします。

7相談支援専門員は、支給決定又は地域相談支援給付決定を踏まえて、サービス等利用

計画案の変更を行い、指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行 うとともに、

サービス担当者会議の開催等により、当該サービス等利用計画案の内容について説明

を行 うとともに、関係機関から専門的な見地からの意見を求めるものとします。

8相談支援専門員は、サービス担当者会議を踏まえたサービス等利用計画案の内容につ

いて、利用者等に対して説明し、文書により同意を得るものとします。

9相談支援専門員は、サービス等利用計画を作成した際には、当該サービス等利用計画

を利用者等に交付するものとします。

(サービス等利用計画作成後の便宜の供与)

第 4条 事業者は、サービス等利用計画作成後において、次の各号に定める指定計画相
談支援サービスを提供するものとしま

‐
九

(1)利 用者及びその家族等と定期的に連絡を取り、経過を把握しま九
(2)サ ービス等利用計画の目標に沿つてサービスが提供されるよう、福祉サービス等
の事業者等との連絡調整を行います。

(3)福祉サービス等の実施状況や利用者の状況について定期的に再評価を行い、サー
ビス禾」用計画の変更、支給決定の更新申請等に必要な援助を行います。

(4)上 限管理対象となつている禾」用者に関しては、指定障害者福祉サービス等の禾1用
者負担額合計額を毎月算定し、利用者等及び当該障害福祉サービス等を提供した事

業者等に通矢口します。

(サービス等利用計画の変更)

第 5条 禾」用者がサービス等利用計画の変更を希望した場合、または事業者がサービス
等利用計画の変更が必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意に基づき、サ

ービス等利用計画を変更します。

(利用者嗅担額及び実費負担額)

第 6条 事業者の提供する指定計画相談支援事業に関する利用料金については、事業者
が法律の規定に基づいて、市町村からサービス料金に相当する給付を受領するため、

利用者の自己負担はありません。なお、事業所が定めた通常の事業の実施地域以外の

地域を訪問して相談支援を行う場合は、それに要した交通費又はその実費を負担して

頂きます。但し、特別地域加算を算定する場合には頂きません。



(事業者の基本的義 l― )

第 7条 利用者が有する育ヒカ及び適上に応 は 自立した日常生活まFI工社会上|■を営む
ことが ●きるよう 必要な指定言両IP・ 7支援サービスを通切に行いま 11,
2事業者 It、 利用者の意思

=人
格を尊重し 常|`利用者 FJttl‐に立って、指定計画相談

支援サービスを提,tし ます.

(事業者の具体的義務 )

第 8条

(],(安全配Lれ1, 事業者li 指定計画相談支lLサービス′)提供 1■ 当たって、利用
者の生命、身体、財・Iの安全 確保に配Lし ます.
(2)(説明義務)事 業者は、本契約11■‐J(内容について、利用者等

`,質
問|`対 して

適切に説明します.

(3){守秘義務)事 業者及び相談―L援専「号員は、本契約による指定書|コ十日II支榎サー
ビスを提供するに当たって,り 得た利用者や家族等′)秘密に,,いて、■:当 な理由が

ある場合を除き第二者に開示すること「.:あ りません。

(4)(記録保存整 l‐義務)事 業者|よ、指定言画相談支援サーヒスの提 l■ ,■関する記録
を午備 t、 /t供 日から5年間保存します.利用者はこの記録の開示を求めることが
でき■す.

(事故と損害賠償)

第 9粂 事業者 |ま、指定計画相談支l―サービス,)提供によって事故が生じた場合に |、
速やかに 置町村 湘」用者 ,̈家 F7等 ●連絡 にて必要な措置を講じよ 11,
2事業者は 指定計画相談支l‐ ザ ービスを提rtするに当たつて 事業者●)責任 I認 |)ら
れる事由によって利用者に損害を与えた場合に i、 速や力ヽに千」用者の損害を賠償 ti
す.

(契約′,終了)

第 10条 本契 FJli、 以 ドの各号|`基づく契約′,終了が生じた場合に終了するものとし
よす.

(1)利 用者が,Ettt t場合.
(2)事 業者が1年散命令を受 |,た場合、破Fし た場合又 iや i′を得ない事由により事業
所を聞鎖した場合,

(3)事 業者が指定を取 ll肖 された場合ては指定を辞退した場合.
14)第 11条から第 13条 に基づ

=本
裂

「

|｀角ギ■,■ ■|ま 1年 lTさ れた場合 ,

(5)第 2条の■■tt ltl Fn3が満 Fし た場合、 (ただ 1_満了前に契約′)更新手続きがとら,i
た場合は除く.)



(利用者から。)中途解約 )

第 11条 利月J者は、本契約つ有効期間中、本 l・約を解約することができます。この場
合には、利用者は契約終 rを希望する30日 前までに1事業者に通知するヽの上し

=す
.

ただし、利用者が人院した場合等、上当なF■由がある場合には即時に解約する■とが

できまう1.

(■ :・H者から●,契約角ギ除 ,

第 12条 利‖」者は、事業十又は十日談支l‐専門員が以 i■)事項
`該
当する行為を行 ,た

場合|`はただら|`本契約を解除することができ■す.

11)事 業者スはIH談支l・ 専門員が正当なT■由なく本契約に定める指定言画†E談支援
を実施 Lない場合.

12, 事業オ又は相談支援専門員が、第 8条第 1項から第 4■ r定
"る
義務 1■達反 Lた

場合.

(3)事 業者スは相談支17専門員が、.・意スは過失tr lり ,1肝若 tく はその家族等■)

■命 身体 1117 1言 |]」 を傷つける■|な ■に にって、本契約を継続しがたい,大
な事情が認められる場合.

(事業 F「 から′,契約解M■

第 13条 事業者は、利■者が以 F■
'=■
■該当する場さには本契約を解除することが

でき■す.

(1)利 用者が、故意
=た
●童大●:=■によつ事当者又 1+日 談支援専F月員の牛命 身体

財物 信用をl・‐ 1る ■となど■■っ て 本契約を千+続 しがたい二人な亨晴を生じ
させ、
`の
状況の改善がな

==,な
いt― 今

(2' 利用者が通常の事業の実施地t・ ,卜 ■転居した場合.

(苦 1青解決)

第 14条 利用者「 |、 本契約に基 づ́く指定:画IE談支援■
ヽ ||ス ニ関して、いつで 1)薫

要事項説明書に記載されている苦情受イJ窓 |:二 ,「情を中し立てることができま
―
11,

2利用嗜は、本 l・約 1■基■く指定吉百相談―L授サ_ビ スに関して、重要事]■説 月書に記

載され |「第二者委員
`出
情 を中t立

=る =と
1)で
=ま
すし、運■適二化委 L‐ 会に苦情

を中し立てること1)でき
=す
。

(協謹事項)

,15条  本契■Jに定1)た,11ていたい事項に●いてF.R題が■した場合
`は
、事業者 |■障

害者の口‖:生活及 1卜社会上i=た総合11に支援する11●´
'法
律その他諸法令の定■る

ところに従い 利用者と誠意をもつて協議する1)の とLます.



上記の契約を証するたヽ、本書 2通を作成し、利用者、事業者が記名捺日のうえ、

各 1通を保有する 1)の をし
=す
1,

利用者 住所
氏嬌

令和   年   月   日

印

ll=              印

代理人 住所

事業孝 住所      Tl山 県新兄市■多町大野 2034 5
事業オ名        社会福祉法人 ltt康●森学国

理 事 長  早 山 靖 弘  印



個人情報使用同意書

私自身及び家族の個人情報については、以下に記載する目的のた

めに、必要最小限の範囲において個人情報を使用することに同意 し

ま寸。

1 サービス等利用計画に沿って円滑にサービスを提供する為

に実施され,る 、事業所内におけるサービス担当者会議.

2 私が利用するサービスに係る他の事業所との連絡調整にお

いて必要な場合.

3 緊急時における病院等への情報提供等.

社会福祉法人 健康の森学園
理事長 黒  山 靖 弘  様

令和   年   月   日

利用者住所

氏名

身元保証人住所

続柄

氏名

巨

FJ


